
















































































































































































































































































































































































































































































（1） （2） （3） 〔4） （5） （6） （7） （8｝ （9｝ （1①
家計の数
1家計当たり平均人数
（内訳）
大入の平均人数
小人の平均人数
1．第1次所得受取
2，（加）財産所得受取り
3．（加）経常移転受取り
4．（計）総合家計所得
5．（減）直接税支払い，
および社会保障・ （表側項目の集計額）
年金基金負担
6．（計）総合利用可能家
計所得
7．（減）最終消費支出お
よび消費者負債
利子支払い
8，（減）その他の経常移
転支払い
9．（計）粗貯蓄
0，（加）資本移転受取り，純
1，（減）粗資本形成
2．（計）債権純増
（追加）
3，政府，非営利団体，産
業からの家計所得およ
び消費への補てん
4．住民総合消費
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表4　総括表　　（職業）
　　　　　　　職　　業
鞄ｾ・支出項『
A　　　　ヨロ　　　　　戸
i全世帯）
??????? ????、?????????????????
　⑥
_　　季
ｩ営業主
　⑦
?_ホｩ営業
??????? ??????? ???
世　　帯　　　数
世帯婁 全世帯に占める割合
関　連平均世帯人員
平均有業人員
1．雇用者所得
2．営　業　余　剰
3．財　産　所　得
所得4．社会保険給付
5．その他の経常移転
受　　　取
支出 6，最終消費支出
7．財　産　所　得
8．直　　接　　税
関連9，社会保険負担
工0．その他の経常移転
11，貯　　　　　　蓄
支　　　払
む　す　び
　SNAの補完体系としての所得・消費・蓄積に関する分布統計の，わが国
における研究はようやく始つたところである。国民経済計算の担当官庁であ
る経済企画庁も，SNA本体の整備作業に伴って，昭和55年度から分布統計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
の推計作業に着手をしたが，まだ十分な成果をえたとはいい難い。
　本稿では，基礎データの相互チェックや推計手順については紙数の関係か
ら触れることが出来なかった。分布統計作成の最も基本となるこの作業は，
時と人とを必要とするものであるが，分布統計の持つ意・義の重要性にかんが
み，更に検討を進めることとしたい。
（7）三井情報開発株式会社総合研究所『分布統計の開発整備に関する調査』経済企画庁
　昭和55年度委託調査報告書，昭和56年3月，などがその研究例である。
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